
公立大学法人京都市立芸術大学職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規程 

（平成２４年４月１日理事長決定） 

（平成２８年１２月２１日一部改正） 

（平成３０年３月１９日一部改正） 

（平成３１年３月２７日一部改正） 

（令和元年５月３０日一部改正） 

（令和２年６月２９日一部改正） 

（令和４年９月２７日一部改正） 

（令和７年４月１日一部改正） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人京都市立芸術大学職員就業規則（以下「就業規則」と

いう。）第３６条及び第３８条第３項の規定に基づき、次の各号に掲げる公立大学法人

京都市立芸術大学の職員の勤務時間、休憩時間、休日、休暇等に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 ⑴ 常勤の職員（臨時職員を除く。） 

 ⑵ 就業規則第２１条の規定により再雇用された者のうち常勤の職員以外の職員（以下

「再雇用短時間勤務職員」という。） 

（勤務時間） 

第２条 職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間（日曜日から土曜日までとする。以

下同じ。）について３８時間４５分を超えない範囲内（再雇用短時間勤務職員にあって

は、１週間について１５時間３０分から３１時間までの範囲内）において、別に定める。 

（休憩時間） 

第３条 休憩時間は、勤務を要しない時間とし、別に定めるもののほか、１日の実勤務時

間が６時間を超える場合について、１時間とする。 

２ 前項の休憩時間は、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労

働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代

表する者との書面による協定があるときは、一斉に与えないことができる。 

（休日等） 

第４条 次の各号に掲げる日は、休日とし、勤務を要しないものとする。なお、法定休日



は日曜日とする。 

 ⑴ 日曜日及び土曜日（「週休日」という。） 

 ⑵ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

 ⑶ １月２日、同月３日、８月１５日、同月１６日及び１２月２９日から同月３１日ま

で 

２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、特別の勤務に従事する職員については、別に休

日を定めることができる。 

３ 前２項の休日のほか、理事長は、再雇用短時間勤務職員について、別に勤務を要しな

い日を設けることができる。 

４ 前３項の規定にかかわらず、理事長は、職員に対し、前３項に規定する休日等（第１

項及び第２項に規定する休日並びに前項に規定する勤務を要しない日をいう。以下同

じ。）において特に勤務することを命じる必要があるときは、別に定めるところにより、

その日を勤務日（休日等でない日をいう。以下同じ。）に変更することができる。この

場合においては、理事長は、別に定めるところにより、他の勤務日を休日等とし、又は

他の勤務日の勤務時間の一部について勤務を要しないものとすることができる。 

（休業及び休暇） 

第５条 休業及び休暇は、年次休暇、特別休暇、介護休業、介護休暇、介護時間及び代日

休暇とし、休業又は休暇を受けた職員は、その勤務に従事することを要しない。 

（年次休暇） 

第６条 職員は、事務に支障がない限り、理事長の承認を得て、年次休暇を受けることが

できる。 

２ 年次休暇の日数は、別に定める日から起算した１年（以下「年次」という。）につき２

０日（再雇用短時間勤務職員にあっては、２０日を超えない範囲内において、別に定め

る日数）とする。ただし、年次の中途において新たに職員となった者の当該年次の年次

休暇の日数は、別に定める。 

３ 前項の規定にかかわらず、一の年次内に使用しなかった年次休暇があるときは、当該

年次休暇は、２０日（再雇用短時間勤務職員にあっては、２０日を超えない範囲内にお

いて、別に定める日数）を超えない範囲内で、当該年次の次の年次に繰り越すことがで

きる。 

４ 理事長は、第２項の別に定める日に変更があったときは、年次休暇の日数について、



前２項の規定により定められた年次休暇の日数との権衡を考慮して、必要な調整措置を

講じることができる。 

５ 理事長は、第２項に定める年次休暇が１０日以上ある職員に対して、一の年次内に、

当該職員の有する年次休暇日数のうち５日については、当該職員の意見を聴取し、その

意見を尊重したうえで、あらかじめ時季を指定して取得させることができる。ただし、

当該職員が既に年次休暇を取得した、又はしようとする場合は、その日数を時季を指定

して取得させることができる５日から控除するものとする。 

（特別休暇） 

第７条 職員は、理事長に申し出たときは、子の看護等のための休暇及び短期介護休暇を

取得でき、その他各号に掲げる場合においては、理事長の承認を得て、それぞれの場合

について定める期間の特別休暇を受けることができる。ただし、理事長は、出産休暇及

び服喪休暇については、特別の事情があると認めるときは、その期間を延長することが

できる。 

 ⑴ 出産休暇 女性職員の出産予定日から起算して８週間（多胎妊娠の場合は、１４週

間）前の日から出産後８週間を経過する日までの期間 

 ⑵ 生理休暇 女性職員が生理のため勤務することが著しく困難な場合、１回につき３

日以内の期間 

 ⑶ 結婚休暇 職員が結婚した場合、７日以内の期間 

 ⑷ 服喪休暇 職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。）又は３親等以内の親族（民法第８１７条の２第１項の

規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立につい

て家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場

合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法第２７条第１項第３

号の規定により同法第６条の４第２項に規定する養子縁組里親である職員に委託され

ている児童その他これらに準じる者として理事長が定める者を含み、別に定めるもの

を除く。）が死亡した場合、別に定める基準により、７日以内の期間 

 ⑸ ボランティア活動休暇 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで別に定める社会に

貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行う場合、一の年次内に

おいて、合計で５日以内の期間 

 ⑹ 子の看護等のための休暇 中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含



む。）を養育（同居して監護することをいう。以下同じ。）する職員が、その子の看

護等（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話（後遺障害の機能回復訓練等を

含まない。）、疾病の予防を図るために必要なその子の世話（子に予防接種又は健康

診断を受けさせることをいう。）、子の在籍する学校等の臨時の休業・休園等に伴う

その子の世話若しくは学校保健安全法第 19 条の規定による出席停止その他これに準

ずる事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子の入園、卒園、入学若しくは卒業

の式典その他これに準ずる式典へ参加することをいう。以下同じ。）をする場合、一

の年次内において５日以内（当該休暇の対象となる親族が２人の場合にあっては１０

日以内、３人以上の場合にあっては１５日以内） 

 ⑺ 短期介護休暇 職員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により２週間以

上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある親族（配偶者又は２親等以内の親族

（児童福祉法第２７条第１項第３号に規定する里親として受託した児童を含む。）を

いう。）の介護又はその世話をする場合、一の年次内において５日以内（当該休暇の

対象となる親族が２人以上の場合にあっては、１０日以内） 

 ⑻ 不妊治療休暇 職員が不妊治療を目的として医師が行う治療行為を受ける場合、一

の年次内において５日以内（当該治療が体外受精及び顕微授精に係るものである場合

にあっては、１０日以内） 

２ 前項の規定にかかわらず、再雇用短時間勤務職員の特別休暇の期間は、同項に規定す

る期間の範囲内において、別に定める。 

（介護休業） 

第８条 職員は、配偶者又は２親等以内の親族（以下これらを「親族」という。）で負傷、

疾病又は身体上若しくは精神上の障害により２週間以上の期間にわたり日常生活を営

むのに支障があるもの（以下「要介護者」という。）の介護をする場合において、理事

長に申し出たときは、介護休業を受けることができる。 

２ 介護休業は、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、職員

の申出に基づき、３回を超えず、かつ、合算して９３日を超えない範囲内で、職員の申

出に基づき理事長が通知する期間（以下「通知期間」という。）内において受けること

ができるものとする。 

（介護休暇） 

第８条の２ 職員は、親族で負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により１週間以



上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をする場合においては、理

事長の承認を得て、介護休暇を受けることができる。 

２ 介護休暇は、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、職員

の申出に基づき、理事長の承認を得て、親族１人につき、一の年次内において、３回を

限度に、１回につき１週間以上２週間未満の期間の範囲内で必要と認められる期間の介

護休暇を受けることができる。 

（介護時間） 

第８条の３ 職員は、要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の一部につき勤務しな

いことが相当であると認められる場合において、理事長に申し出たときは、介護時間を

受けることができる。 

２ 介護時間は、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続

する３年の期間（当該要介護者に係る第８条第２項に規定する通知期間又は前条第２項

に規定する介護休暇の承認を得た期間と重複する期間を除く。）内において、１日につ

き２時間を超えない範囲内で必要と認められる時間を受けることができるものとする。 

３ 職員が介護時間を申し出て勤務しないときは、公立大学法人京都市立芸術大学給与規

程第１４条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、同規程第２６条に規定

する勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

（代日休暇） 

第９条 職員が休日に勤務し、かつ、その勤務が７時間４５分以上の場合、代日休暇を与

えることができる。 

（委任規定） 

第１０条 この規程の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方独立行政法人法第５９条第２項の規定により、この規程の施行日に法人の職員と

なった者（以下「引継職員」という。）が、同日前において、京都市職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（以下「勤務時間等条例」という。）に基づき、同日以後の

期間について年次休暇又は特別休暇の承認を受けている場合は、この規程により承認を



受けたものとみなす。 

３ 引継職員が第６条第３項の規定により繰り越すこととなる年次休暇の日数は、引継職

員が同日において引き続き京都市職員であるものと仮定して、勤務時間等条例第６条第

３項の規定により同日の属する年次に繰り越すこととなる日数とする。 

４ 引継職員については、この規程の施行日前の職員の結婚についても第７条第１項第３

号に定める範囲内において、結婚休暇を取得することができる。ただし、当該結婚のた

め、この規程の施行日前において勤務時間等条例に基づき結婚休暇を取得している場合

は、第７条第１項第３号に定める日数から勤務時間等条例に基づき取得した結婚休暇の

日数を差し引いた日数の範囲内で結婚休暇を取得することができるものとする。 

５ 引継職員については、この規程の施行日前の第７条第１項第４号に規定する者の死亡

についても同号に定める範囲内において、服喪休暇を取得することができる。ただし、

当該死亡のため、この規程の施行日前において勤務時間等条例に基づき服喪休暇を取得

している場合は、第７条第１項第４号に定める日数から勤務時間等条例に基づき取得し

た服喪休暇の日数を差し引いた日数の範囲内で服喪休暇を取得することができるもの

とする。 

附 則（平成２８年１２月２１日理事長決定） 

（施行期日） 

１ この規程中第１条及び次項の規定は平成２９年１月１日から、第２条の規定は同年４

月１日から施行する。 

（介護休業に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正前の公立大学法人京都市立芸術大学職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する規程第８条第１項の規定により介護休業を申し出た職員であって、第１

条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）において当該介護休業の初日（以下単

に「初日」という。）から起算して９３日を経過していないものの当該介護休業に係る

この規程による改正後の公立大学法人京都市立芸術大学職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する規程第８条第２項に規定する通知期間については、理事長は、初日から当該職

員による申出に基づく施行日以後の日（初日から起算して９３日を経過する日までの日

に限る。）までの期間を通知するものとする。 

    附 則（平成３０年３月１９日理事長決定） 

  この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 



    附 則（平成３１年３月２７日理事長決定） 

  この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月３０日理事長決定） 

  この規程は、決定の日から施行する。 

附 則（令和２年６月２９日理事長決定） 

  この規程は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則（令和４年９月２７日理事長決定） 

  この規程は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日理事長決定） 

  この規程は、決定の日から施行する。 


